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防火補助事業対象品目における事業計画について（調査） 

 

平素より当機構の事業運営につきまして、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、住宅防火施設整備補助事業では、従来の消火器等の補助に加え、平成２３年度から「特

例事業」として国の社会資本整備総合交付金の効果促進事業のうち、防火・防災・避難(バリア

フリー改修を含む)・耐震診断等に関連する事業に対する補助も行っております。 

つきましては、当機構の平成２４年度事業費予算作成にあたり積算の参考にさせていただき

たく、公務ご多用のところ誠に恐縮ですが、別添「補助対象品目における事業計画予定書」に

補助申請の有無、申請予定がある場合には概要をご記入の上、２月３日（金）までにご回答の

ほどお願い申し上げます。 

特に来年度補助申請を予定されている会員は、必ずご回答下さい。 

 

 

【補助対象品目】 
 ○基本事業対象品目 

消火器・消火器格納箱・消火栓・消火栓ホース・防火水槽・構内照明灯(防犯灯を含

む）・避雷設備 
 

 ○特例事業対象品目 

     防火防災関係 

住宅用火災警報器（煙感知式・熱感知式）、自動火災警報器、防災無線、避難はしご 

ガス警報器、防犯カメラ、防災器材収納庫等 

 

    耐震・バリアフリー関係 

耐震診断、避難用スロープ・手すり、緊急通報装置・廊下幅確保、段差解消、ドア

ノブをレバーハンドルに交換、電灯スイッチをワイドスイッチに交換等の設置又は

改修費用 

     

なお、この調査の集計結果に基づき補助限度額・補助基準等の平成２４年度補助要綱を策

定し、平成２４年６月に通知する予定です。 


